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5 独禁法 22 条但書後段
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） 高瀬雅男［2015］83 頁を参照。そこでは，石井良三［1948］299 頁以下で，小規模事業者が
相互に団結して，「独立の競争単位となることができる」，と述べているとある。また，岐阜生
コンクリート協同組合事件＝審判審決昭和 50・12・23 審決集 22 巻 105 頁にも同様の記述があ
る。











































































































































































































































生ずる。この点につき，中協法 9条の 2第 13，14項は，以下のように定めて
いる。
「13項 第 1項第 6 号の団体協約は，あらかじめ総会の承認を得て，同号の
団体協約であることを明記した書面をもってすることによって，その効力を生
ずる。
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16）「告発スクープ！生コン『価格吊り上げ』疑惑」東洋経済 online（2014年 09月 29日）
http://toyokeizai.net/articles/-/49122 本件では，2009年当時，物価調査会の建設物価・生コ
ン価格（標準規格）は，1立方メートル当たり 1万 5800円であるのに，1社独占販売によって，
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20） 濫用規制の具体的判断については，舟田［2009］第 3章，第 16章，第 17章等を参照。
馬川千里「協同組合と独禁法 22 条」駿河台法学 18巻 2 号 1 頁以下（2005 年）
木元錦哉「中小企業の団体交渉と団体協約に関する若干の考察」明治大学・法学論
叢 40巻 2・3 号 83頁以下（1966 年）→ 木元錦哉［1966］
笠原雅之 = 西上達也「紀州田辺梅干協同組合及び紀州みなべ梅干協同組合に対する
警告について」公正取引 744 号 71頁以下（2012 年）→ 笠原雅之 = 西上達也
［2012］
栗城利明「中小協同組合法における事業協同組合と独占禁止法」経営経済 42 号 21
頁以下（2006 年）→ 栗城利明［2006］
酒匂景範「独禁法 22 条の『組合の行為』該当性を否定した事例 公取委命令平成
27・1・14」ジュリスト 1478 号 6頁以下（2015 年）→ 酒匂景範［2015］
杉浦賢司 =今井啓介「網走管内コンクリート製品協同組合に対する排除措置命令及
び構成事業者に対する課徴金納付命令について」公正取引 776 号 63頁以下（2015
年）→ 杉浦賢司 =今井啓介［2015］
高瀬雅男「協同組合と独占禁止法の新段階」『経済法講座 1 経済法の理論と展開』
84頁以下（三省堂，2002 年） → 高瀬雅男［2002］
高瀬雅男「独禁法と協同組合」生協総研レポート 77 号 69頁以下（生協総合研究所，
2014 年）→ 高瀬雅男［2014］
高瀬雅男「独占禁止法 22 条をめぐる諸説の検討」JC 総研『協同組合・独禁法研究会
報告書』（2015 年）78頁以下 → 高瀬雅男［2015］
土田和博「農業協同組合に係る適用除外問題の新たな局面」JC 総研『協同組合・独
禁法研究会報告書』（2015 年）128頁以下 → 土田和博［2015］
根岸 哲 =舟田正之『独占禁止法概説』（有斐閣，第 4版，2010年）→ 根岸哲 =舟
田正之［2010］
舟田正之「協同組合と独占禁止法」『独占禁止法講座Ⅲ カルテル（上）』（商事法務




洪 淳康「本件評釈」ジュリスト 1483 号 96頁以下（2015 年）→ 洪淳康［2015］
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